
１．平成17年12月期の業績（平成17年1月1日～平成17年12月31日） 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで
おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成17年12月期 個別財務諸表の概要 
平成18年２月21日

会社名 株式会社倉元製作所 上場取引所 JASDAQ   

コード番号 ５２１６ 本社所在都道府県 宮城県 

(URL http://www.kuramoto.co.jp/) 

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 鈴 木 聡 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経理部長     

  氏名 関 根 紀 幸 ＴＥＬ （0228）32－5111 

決算取締役会開催日 平成18年２月21日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成18年３月28日     

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年12月期 21,946 （△18.8） △1,869 ( － ) △1,665 （ － ） 

16年12月期 27,022 （△11.7） △335 ( － ) 26 (△94.8)

  当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年12月期 △2,403 ( － ) △274 70 － － △21.9 △5.1 △7.6

16年12月期 △601 ( － ) △68 81 － － △4.9 0.1 0.1

（注）①期中平均株式数 17年12月期 8,750,787株 16年12月期 8,741,065株 

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

  ④加工売上高（売上高から材料費を除いたもの） 

  

平成17年12月期 11,068百万円 （17.9％減） 

平成16年12月期 13,479百万円 （2.2％減） 

(2)配当状況  

  
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率   中間 期末 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年12月期 0 00 0 00 0 00 － － －

16年12月期 0 00 0 00 0 00 － － －

(3)財政状態  （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17年12月期 33,815 10,034 29.7 1,123 88

16年12月期 31,807 11,955 37.6 1,367 73

（注）①期末発行済株式数 17年12月期 8,928,432株 16年12月期 8,741,032株 

  ②期末自己株式数 17年12月期 126株 16年12月期 120株 

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年1月1日～平成18年12月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末   

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 11,000   △300   △350    ―  ―  ― 

通 期 24,000   150   70    ― 5 00 5 00

（参考） ①１株当たり予想当期純利益（通期） 7円84銭 

  ②加工売上高（売上高から材料費を除いたもの）（中間期）6,600百万円（通期）14,500百万円 
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６．個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    1,104,695   2,955,801  

２．受取手形 ※４  1,742,833   1,011,833  

３．売掛金   4,708,711   5,304,497  

４．有価証券   9,995   65,236  

５．製品   575,047   414,166  

６．原材料   222,396   200,416  

７．仕掛品   370,211   269,522  

８．貯蔵品   149,652   178,081  

９．前渡金   23,730   －  

10．前払費用   35,855   37,875  

11.未収入金    －   802,768  

12．繰延税金資産   224,521   －  

13．その他   215,606   211,264  

貸倒引当金   △4,990   △5,390  

流動資産合計   9,378,265 29.5  11,446,074 33.8 2,067,808

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 10,675,581   10,740,061   

減価償却累計額  5,427,611 5,247,970  5,788,242 4,951,818  

(2）構築物 ※１ 2,048,677   2,045,827   

減価償却累計額  1,555,936 492,740  1,624,439 421,388  

(3）機械及び装置 ※1,5 17,772,805   17,844,194   

減価償却累計額  13,179,378 4,593,427  13,091,657 4,752,537  

(4）車両及び運搬具 ※1,5 86,564   89,574   

減価償却累計額  72,287 14,277  74,258 15,316  

(5）工具器具及び備品 ※1,5 1,769,576   1,820,150   

減価償却累計額  1,453,457 316,119  1,490,404 329,745  

(6）土地 ※１  3,376,348   3,376,348  

(7）建設仮勘定   61,175   522,435  

有形固定資産合計   14,102,058 44.3  14,369,590 42.5 267,532

２．無形固定資産        

(1）借地権   105,349   105,349  

(2）施設利用権   31,854   26,610  

(3）ソフトウェア   33,953   31,550  

(4）その他   8,520   8,520  

無形固定資産合計   179,677 0.6  172,031 0.5 △7,646
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前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  3,413,147   2,310,205  

(2）関係会社株式   3,495,288   3,922,529  

(3）出資金   112,855   109  

(4）関係会社出資金   3,000   3,000  

(5）関係会社長期貸付
金 

  811,300   1,159,900  

(6）長期前払費用   18,259   243  

(7）繰延税金資産   7,487   －  

(8）保険積立金   364,148   349,602  

(9）その他   53,939   256,136  

貸倒引当金   △131,851   △173,499  

投資その他の資産合
計 

  8,147,576 25.6  7,828,228 23.2 △319,347

固定資産合計   22,429,312 70.5  22,369,849 66.2 △59,462

資産合計   31,807,577 100.0  33,815,924 100.0 2,008,346

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※４  1,487,629   1,311,351  

２．買掛金   1,615,333   1,238,246  

３．短期借入金 ※１  6,510,000   8,600,000  

４．一年内返済予定長期
借入金 

※１  1,629,056   1,760,714  

５．未払金   1,368,798   2,104,150  

６．未払法人税等   16,922   45,928  

７．未払消費税等   28,725   7,336  

８．未払費用   157,615   181,973  

９．預り金   54,984   70,755  

10．賞与引当金   61,000   62,300  

11．設備関係支払手形    －   366,064  

12．その他   9,000   6,056  

流動負債合計   12,939,065 40.7  15,754,876 46.6 2,815,810

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債    －   875,000  

２．長期借入金 ※１  4,713,344   4,115,430  

３．長期未払金   1,130,456   1,723,057  

４．退職給付引当金   187,394   235,475  

５．役員退職慰労引当金   704,311   632,244  

６．関係会社支援損失引
当金 

  131,992   －  

７．金利スワップ負債   －   445,365  

８．その他   45,618   －  

固定負債合計   6,913,117 21.7  8,026,573 23.7 1,113,455

負債合計   19,852,183 62.4  23,781,449 70.3 3,929,266

 

- 43 -



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  4,358,672 13.7  4,421,266 13.1 62,593

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  8,118,590   5,062,406   

２．その他資本剰余金           

(1)資本準備金減少差益  －   3,118,590   

資本剰余金合計   8,118,590 25.5  8,180,997 24.2 62,406

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  59,710   －   

２．任意積立金        

特別償却準備金  83,378   －   

３．当期未処理損失  108,032   2,368,787   

利益剰余金合計   35,057 0.1  △2,368,787 △7.0 △2,403,844

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  △556,757 △1.7  △198,827 △0.6 357,930

Ⅴ 自己株式 ※６  △168 △0.0  △173 △0.0 △4

資本合計   11,955,394 37.6  10,034,475 29.7 △1,920,919

負債・資本合計   31,807,577 100.0  33,815,924 100.0 2,008,346
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅰ 売上高   27,022,552 100.0  21,946,161 100.0 △5,076,390

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  631,321   575,047   

２．当期製品製造原価  25,618,099   21,757,598   

合計  26,249,420   22,332,645   

３．他勘定振替高  ※１ －   89,696   

４．製品期末たな卸高  575,047 25,674,373 95.0 414,166 21,828,783 99.5 △3,845,590

売上総利益   1,348,178 5.0  117,378 0.5 △1,230,800

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運搬費   412,506   423,469   

２．貸倒引当金繰入額   －   400   

３．役員報酬  105,997   91,433   

４．従業員給与手当  244,001   279,168   

５．従業員賞与  75,191   59,484   

６．賞与引当金繰入額  5,549   6,128   

７．役員退職慰労引当金
繰入額 

 82,975   37,620   

８．厚生費  59,411   85,207   

９．減価償却費  33,513   34,093   

10．通信交通費  64,611   67,888   

11．支払手数料  65,287   80,570   

12．研究開発費 ※５ 350,891   634,972   

13．その他  184,177 1,684,114 6.2 186,742 1,987,179 9.0 303,064

営業損失   335,935 △1.2  1,869,800 △8.5 △1,533,865

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※２ 40,936   22,136   

２．有価証券利息  107,380   136,401   

３．受取配当金 ※２ 404,026   256,573   

４．雑収入 ※２ 112,572 664,916 2.4 96,115 511,226 2.3 △153,690

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   144,252   168,956   

２．割賦手数料  23,877   21,015   

３．休止資産減価償却費  110,685   －   

４．貸倒引当金繰入額  13,918   69,263   

５.社債発行費  －   7,198   

６.新株発行費  －   510   

７．雑損失  10,062 302,795 1.1 40,034 306,978 1.4 4,182

経常利益又は経常損
失(△) 

  26,185 0.1  △1,665,553 △7.6 △1,691,738

 

- 45 -



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  62,724   326,021   

２．関係会社支援損失引
当金戻入益  

 －   40,251   

３．貸倒引当金戻入益  1,000 63,724 0.2 － 366,273 1.7 302,549

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 152,236   200,926   

２．固定資産売却損 ※４ 4,655   3,175   

３．投資有価証券売却損  137,767   151,682   

４．投資有価証券評価損  21,153   1,331   

５．金利スワップ評価損  45,618   399,746   

６．関係会社支援損失引
当金繰入額 

 131,992   －   

７．貸倒引当金繰入額  117,693   －   

８.棚卸資産整理損  －   89,696   

９．災害損失負担金  － 611,117 2.2 5,010 851,568 3.9 240,451

税引前当期純損失   521,208 △1.9  2,150,848 △9.8 △1,629,640

法人税、住民税及び
事業税 

 17,103   20,987   

法人税等調整額  63,160 80,264 0.3 232,009 252,996 1.2 172,731

当期純損失   601,472 △2.2  2,403,844 △11.0 △1,802,371

前期繰越利益又は前
期繰越損失（△） 

  493,440   △24,653  △518,094

利益準備金取崩額   －   59,710  59,710

当期未処理損失   108,032   2,368,787  △2,260,755
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製造原価明細書 

（脚注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  13,426,240 52.2 10,593,134 47.4 

Ⅱ 労務費 ※１ 3,714,198 14.4 3,733,117 16.7 

Ⅲ 経費  8,598,224 33.4 8,017,825 35.9 

（うち減価償却費）  (1,787,395) (6.9) (1,744,335) (7.8) 

（うち外注加工費）  (1,994,784) (7.8) (1,674,563) (7.5) 

当期総製造費用  25,738,662 100.0 22,344,077 100.0 

期首仕掛品たな卸高  578,997  370,211  

期末仕掛品たな卸高  370,211  269,522  

他勘定振替高 ※２ 329,349  687,167  

当期製品製造原価  25,618,099  21,757,598  

前事業年度 当事業年度 

※１．労務費のうちには、賞与引当金繰入額55,451千円

が含まれております。 

※１．労務費のうちには、賞与引当金繰入額56,172千円

が含まれております。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費への振

替高(研究開発費) 
329,349千円 

販売費及び一般管理費への振

替高(研究開発費) 
687,167千円 

 ３．原価計算の方法 

等級別総合原価計算 

 ３．原価計算の方法 

同左 
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(3) 損失処理案 

重要な会計方針 

損失処理案   

第30期 
（自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日） 

第31期 
（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 区分 

注記 
番号 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失     108,032 
（当期未処理損失の処
理）       

Ⅱ 任意積立金取崩額       Ⅰ 当期未処理損失     2,368,787 

 特別償却準備金
取崩額   83,378 83,378 Ⅱ 損失処理額       

Ⅲ 次期繰越損失     24,635 
１．その他資本剰余
金からの振替額  

  2,368,787 2,368,787 

        Ⅲ 次期繰越損失     － 

        
（その他資本剰余金の
処分）  

      

        Ⅰ その他資本剰余金     3,118,590 

        
Ⅱ その他資本剰余金
処分額       

        
１．利益剰余金への振
替額    2,368,787 2,368,787 

        
Ⅲ その他資本剰余金
次期繰越額      749,803 

        

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 
 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 
   

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

時価法 

(1）デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品…………総平均法による原価法 

(2）原材料………総平均法による原価法 

(3）仕掛品………総平均法による原価法 

(4）貯蔵品………最終仕入原価法 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  建物       18～31年 

 機械及び装置    4～14年 

 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 ――――― (1）社債発行費 

発生時に全額費用として処理してお

ります。 

(2）新株発行費  

発生時に全額費用として処理してお

ります。  

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、

支給見込額基準による繰入額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

 (5）関係会社支援損失引当金 

 関係会社に係る将来の損失に備え

るため、当該会社の財政状況を勘案

し必要とされる額を見積り計上して

おります。 

(5）関係会社支援損失引当金 

同左 

７．重要な外貨建資産又は負

債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 
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表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を

満たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワップ

取引） 

(2）ヘッジ手段 

同左 

 (3）ヘッジ対象 

 変動金利建ての借入金利息 

(3）ヘッジ対象 

同左 
 (4）ヘッジ方針 

 借入金利息の金利変動リスクを回

避する目的で、変動金利建ての借入

金に対して、金利スワップによりキ

ャッシュ・フローヘッジを行ってお

ります。 

(4）ヘッジ方針 

同左 

 (5）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについてはその判定をもって有効

性の評価に代えております。 

(5）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

保険積立金 

 前期まで貸借対照表中投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「保険積立金」は、資産の

総額の１００分の１を超えたため、当期より区分掲記し

ております。 

 なお、前期の「保険積立金」の金額は、329,809千円で

あります。 

――――― 

  

―――――  

  

 未収入金 

 前期まで貸借対照表中流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収入金」は、資産の総額の100分

の１を超えたため、当期より区分掲記しております。 

 なお、前期の「未収入金」の金額は、13,541千円であ

ります。  

―――――  

  

 設備関係支払手形 

 前期まで貸借対照表中流動負債の「支払手形」に含め

て表示しておりました「設備関係支払手形」は、負債及

び資本の合計額の100分の１を超えたため、当期より区分

掲記しております。 

 なお、前期の「設備関係支払手形」の金額は、205,481

千円であります。   

―――――  

  

 金利スワップ負債 

 前期まで貸借対照表中固定負債の「その他」に含めて

表示しておりました「金利スワップ負債」は、負債及び

資本の合計額の100分の１を超えたため、当期より区分掲

記しております。 
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前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

   なお、前期の「金利スワップ負債」の金額は、45,618

千円であります。  

―――――  

  

休止資産減価償却費 

 前期まで損益計算書中営業外費用において区分掲記し

ておりました「休止資産減価償却費」は営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、当期より営業外費用の

「雑損失」に含めております。 

 なお、当期の「休止資産減価償却費」の金額は、

25,990千円であります。   
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

 上記の他、投資有価証券209,606千円をデリバティ

ブ取引（金利スワップ）の担保に供しております。 

工場財団組成による担保提供資産 

建物 3,567,758千円 

構築物 182,696千円 

機械及び装置 970,417千円 

車両及び運搬具 1,094千円 

工具・器具及び備品 50,496千円 

土地 2,986,362千円 

計 7,758,825千円 

上記に対応する債務   

短期借入金 2,455,800千円 

一年内返済予定長期借入金 976,200千円 

長期借入金 3,441,800千円 

計 6,873,800千円 

その他の担保提供資産   

建物 273,588千円 

構築物 68千円 

工具・器具及び備品 32千円 

土地 331,501千円 

計 605,190千円 

上記に対応する債務   

一年内返済予定長期借入金 124,324千円 

長期借入金 794,884千円 

計 919,208千円 

 上記の他、投資有価証券867,399千円をデリバティ

ブ取引（金利スワップ）の担保に供しております。 

工場財団組成による担保提供資産 

建物 4,512,615千円 

構築物 164,435千円 

機械及び装置 1,315,053千円 

車両及び運搬具 704千円 

工具・器具及び備品 28,716千円 

土地 2,986,362千円 

計 9,007,888千円 

上記に対応する債務   

短期借入金 3,515,100千円 

一年内返済予定長期借入金 1,001,050千円 

長期借入金 2,369,750千円 

計 6,885,900千円 

その他の担保提供資産   

建物 256,873千円 

構築物 58千円 

工具・器具及び備品 32千円 

土地 331,501千円 

計 588,465千円 

上記に対応する債務   

一年内返済予定長期借入金 173,134千円 

長期借入金 692,750千円 

計 865,884千円 

※２．授権株式数及び発行済株式数   

授権株式数 普通株式 33,700,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,741,152株 

※２．授権株式数及び発行済株式数   

授権株式数 普通株式 33,700,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,928,558株 

 ３．保証債務  ３．保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

 下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

東海工業㈱ 45,212千円 

㈱倉元マシナリー 111,625千円 

㈱ＬＡＤＶＩＫ 80,436千円 

計 237,273千円 

東海工業㈱ 34,754千円 

㈱倉元マシナリー 294,645千円 

三友商鋼㈱ 27,000千円 

計 356,399千円 

※４．期末日満期手形の処理について ※４．期末日満期手形の処理について 

 期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。したがって、当期末日は金融

機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形が当

期末残高に含まれております。 

 期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。したがって、当期末日は金融

機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形が当

期末残高に含まれております。 

受取手形 198,197千円 

支払手形 312,991千円 

受取手形 136,565千円 

支払手形 269,109千円 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※５．休止固定資産 

 有形固定資産に含めて表示している休止固定資産

は次のとおりであります。 

※５．休止固定資産 

 有形固定資産に含めて表示している休止固定資産

は次のとおりであります。 

機械及び装置 177,082千円 

工具・器具及び備品 3,995千円 

車両運搬具 308千円 

機械及び装置 7,491千円 

※６．当社が保有する自己株式の数は普通株式120株であ

ります。 

※６．当社が保有する自己株式の数は普通株式126株であ

ります。 

 ７．資本の欠損の額は24,822千円であります。  ７．       ――――― 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．       ――――― ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

    特別損失への振替高（棚卸資産整理損）89,696千円

※２．営業外収益のうち関係会社との取引にかかるもの

は次のとおりであります。 

※２．営業外収益のうち関係会社との取引にかかるもの

は次のとおりであります。 

受取利息 2,457千円 

受取配当金 397,364千円 

雑収入 18,032千円 

計 417,854千円 

受取利息 21,786千円 

受取配当金 251,406千円 

雑収入 25,752千円 

計 298,945千円 

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 

建物 3,471千円 

機械及び装置 146,857千円 

車両及び運搬具 72千円 

工具・器具及び備品 1,835千円 

計 152,236千円 

建物 10,856千円 

構築物 414千円 

機械及び装置 181,260千円 

車両及び運搬具 262千円 

工具・器具及び備品 8,131千円 

計 200,926千円 

※４．固定資産売却損の内訳 ※４．固定資産売却損の内訳 

機械及び装置 4,655千円 機械及び装置 3,175千円 

※５．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※５．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 350,891千円  634,972千円 
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① リース取引 

② 有価証券 

 前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）及び当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平

成17年12月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 4,078,563 2,428,243 1,650,319 

工具・器具及
び備品 

52,051 37,013 15,037 

車両運搬具 23,600 5,506 18,093 

ソフトウェア 11,890 11,020 869 

合計 4,166,104 2,481,784 1,684,320 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 3,146,723 2,445,223 701,500 

工具・器具及
び備品 

15,609 6,219 9,389 

車両運搬具 23,600 10,226 13,373 

ソフトウェア ― ― ― 

合計 3,185,932 2,461,669 724,262 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 812,890千円

１年超 755,195千円

 合計 1,568,086千円

１年内 597,226千円

１年超 157,993千円

 合計 755,219千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 804,496千円

減価償却費相当額 815,756千円

支払利息相当額 86,122千円

支払リース料 770,430千円

減価償却費相当額 785,642千円

支払利息相当額 29,477千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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③ 税効果会計 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因 

  となった主要な項目別の内訳 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金繰入限度超過額 23,790千円

貸倒引当金 1,946千円

一括償却資産繰入限度超過額 10,931千円

税務上の繰越欠損金 223,521千円

その他 2,618千円

繰延税金資産（流動）計 262,808千円

   

繰延税金負債（流動）   

未収源泉所得税 △36,597千円

未収利子割 △1,690千円

繰延税金負債（流動）計 △38,287千円

繰延税金資産（流動）純額 224,521千円

   

繰延税金資産（固定）   

減価償却の償却超過額 80,209千円

退職給付引当金繰入限度超過額 73,083千円

役員退職慰労引当金 274,681千円

貸倒引当金 51,421千円

関係会社支援損失引当金 51,477千円

関係会社株式評価損 30,690千円

税務上の繰越欠損金 385,084千円

有価証券評価差額金 217,135千円

その他 34,498千円

繰延税金資産（固定）計 1,198,283千円

評価性引当額 △1,190,795千円

繰延税金資産（固定）計 7,487千円

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金繰入限度超過額 24,297千円

貸倒引当金 2,102千円

一括償却資産繰入限度超過額 8,952千円

棚卸資産評価損 34,981千円

未払事業税 11,289千円

その他 2,688千円

繰延税金資産（流動）計 84,311千円

評価性引当額 △84,311千円

繰延税金資産（流動）計 －千円

   

繰延税金資産（固定）   

減価償却の償却超過額 43,792千円

退職給付引当金繰入限度超過額 91,835千円

役員退職慰労引当金 246,575千円

貸倒引当金 67,664千円

関係会社株式評価損 77,239千円

税務上の繰越欠損金 1,369,261千円

有価証券評価差額金 77,542千円

スワップ評価損 173,692千円

その他 17,643千円

繰延税金資産（固定）計 2,165,247千円

評価性引当額 △2,165,247千円

繰延税金資産（固定）計 －千円

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

 税引前当期純損失を計上したため、法定実効税率と法人

税等の負担率との差異の原因は記載しておりません。 

 税引前当期純損失を計上したため、法定実効税率と法人

税等の負担率との差異の原因は記載しておりません。 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,367円73銭

１株当たり当期純損失金額 68円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,123円88銭

１株当たり当期純損失金額 274円70銭

 
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額   

当期純損失（千円） 601,472 2,403,844 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 601,472 2,403,844 

期中平均株式数（株） 8,741,065 8,750,787 
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７．役員の異動 

該当事項はありません。  
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